
平成 14年 3月期    （６）個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 14日

上   場   会   社   名       太陽誘電株式会社 上場取引所東 大

コード番号       6976 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経営戦略企画･広報部次長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　大嶋一幸 TEL (03) 3832 - 0101
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 14日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　         平成 13年 12月 10日

１. 13年 9月中間期の業績（平成 13年  4月  1日 ～ 平成 13年  9月 30日）

(1)経営成績 （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 53,812 △ 39.2 △ 6,085 － △ 1,220 －
12年 9月中間期 88,544 29.2 6,239 41.1 7,621 60.3
13年 3月期 166,378 10,635 13,182

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円 銭

13年 9月中間期 △ 554 － △ 4 61
12年 9月中間期 1,272 △ 57.5 10 62
13年 3月期 4,113 34 26
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期   120,411,078 株   12年 9月中間期   119,811,921 株   13年 3月期   120,065,721 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無 

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　    銭 円     銭

13年 9月中間期 5　  00 －
12年 9月中間期 5　  00 －
13年 3月期 － 10   00

(3)財政状態

       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本

百万円 百万円 ％ 円    銭

13年 9月中間期 162,809 106,165 65.2 881  69
12年 9月中間期 173,853 104,627 60.2 872  09
13年 3月期 178,216 107,398 60.3 891  96
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期   120,411,780 株   12年 9月中間期   119,973,615 株   13年 3月期   120,406,866 株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益  １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 110,000 △ 3,000 △ 2,200 5   00 10   00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               △18円   27銭
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太陽誘電株式会社(単独)

（単位：百万円）

期　別

科　目 金　額

（ 資 産 の 部 ） ％ ％ ％

75,753 46.5 90,967 51.0 △ 15,213 93,843 54.0

5,921 6,073 △ 152 10,395

3,287 4,774 △ 1,487 4,964

30,772 44,372 △ 13,599 50,773

1 3 △ 1 9

6,980 7,957 △ 976 4,571

1,791 1,710 81 1,562

9,393 7,338 2,054 6,403

1,152 1,736 △ 584 3,156

566 908 △ 342 750

10,000 7,575 2,425 3,644

6,001 8,752 △ 2,750 7,856

△ 115 △ 236 121 △ 246

87,056 53.5 87,249 49.0 △ 192 80,010 46.0

40,573 24.9 41,127 23.1 △ 553 39,642 22.8

9,308 9,515 △ 207 9,570

695 702 △ 6 690

21,968 21,177 790 20,693

154 159 △ 4 176

1,537 1,428 109 1,321

4,586 4,617 △ 31 4,617

2,322 3,525 △ 1,202 2,573

1,583 1.0 1,444 0.8 139 1,632 0.9

1,076 1,276 △ 200 1,513

507 167 339 118

44,898 27.6 44,677 25.1 221 38,735 22.3

1,180 1,394 △ 214 1,428

30,142 30,142 － 27,381

9,306 9,643 △ 336 6,860

2,472 1,627 844 1,047

1,823 1,911 △ 87 2,047

△ 26 △ 41 15 △ 31

162,809 100.0 178,216 100.0 △ 15,406 173,853 100.0

ソ フ ト ウ ェ ア

車 両 運 搬 具

繰 延 税 金 資 産

（７）－１　比較中間貸借対照表

前　年　中　間　期

（平成13年3月31日）

当   中   間   期 対 前 期

増減(△)

前　　 　　　　期

（平成12年9月30日）（平成13年9月30日）

構 築 物

金　額 構成比

建 物

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

構成比金　額

子 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

製 品 及 び 商 品

売 掛 金

工具器具及び備品

土 地

その他の無形固定資産

その他の流動資産

貸 倒 引 当 金

仕 掛 品

流 動 資 産

原 材 料

貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

自 己 株 式

短 期 貸 付 金

金　額 構成比

資 産 合 計

機 械 及 び 装 置

投 資 有 価 証 券

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産

投 資 等

建 設 仮 勘 定
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太陽誘電株式会社(単独)

（単位：百万円）

期　別

科　目 金　額

（ 負 債 の 部 ） ％ ％ ％

45,421 27.9 60,059 33.7 △ 14,637 59,037 34.0

3,376 4,595 △ 1,218 6,359

9,807 14,863 △ 5,056 12,870

23,441 23,900 △ 458 18,400

2,078 4,618 △ 2,540 7,986

17 2,750 △ 2,733 2,255

3,015 4,249 △ 1,233 5,113

1,941 1,921 20 1,794

1,616 3,010 △ 1,393 4,165

128 150 △ 21 91

11,222 6.9 10,758 6.0 463 10,188 5.8

6,788 6,794 △ 6 7,323

1,029 1,014 14 909

2,954 2,354 599 1,387

321 511 △ 190 484

128 83 45 83

56,644 34.8 70,817 39.7 △ 14,173 69,225 39.8

（ 資 本 の 部）

23,514 14.4 23,511 13.2 3 23,246 13.4

44,356 27.2 44,286 24.9 69 43,961 25.3

41,408 41,405 2 41,140

2,947 2,880 67 2,821

38,316 23.6 39,600 22.2 △ 1,283 37,418 21.5

37,259 34,584 2,674 34,584

1,226 1,255 △ 29 1,255

33 29 3 29

36,000 33,300 2,700 33,300

1,057 5,016 △ 3,958 2,834

△ 22 △ 0.0 － － △ 22 － －

106,165 65.2 107,398 60.3 △ 1,232 104,627 60.2

162,809 100.0 178,216 100.0 △ 15,406 173,853 100.0

固 定 負 債

任 意 積 立 金

特 別 償 却 積 立 金

固定資産圧縮積立金

長 期 借 入 金

資 本 準 備 金

資 本 合 計

別 途 積 立 金

中間(当期)未処分利益

その他有価証券評価差額金

設備関係支払手形

買 掛 金

未 払 法 人 税 等

その他の流動負債

未 払 費 用

当   中   間   期 前　　 　　　　期 対 前 期

退 職給 付引 当金

短 期 借 入 金

未 払 金

賞 与 引 当 金

転 換 社 債

流 動 負 債

支 払 手 形

負債及び資本合計

負 債 合 計

（平成13年9月30日） （平成13年3月31日）

その他の固定負債

資 本 金

剰 余 金

利 益 準 備 金

法 定 準 備 金

役員退職慰労引当金

比較中間貸借対照表

増減(△) （平成12年9月30日）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

前　年　中　間　期

-２５-



太陽誘電株式会社(単独)

（単位：百万円）

期　別

科　目

％ ％ ％

53,812 100.0 88,544 100.0 △ 34,732 166,378 100.0

59,897 111.3 82,304 92.9 △ 22,407 155,743 93.6

49,416 91.8 71,829 81.1 △ 22,412 134,751 81.0

10,480 19.5 10,475 11.8 5 20,992 12.6

△ 6,085 ###### 6,239 7.1 △ 12,325 10,635 6.4

5,228 9.7 1,696 1.9 3,531 3,269 2.0

148 44 104 171

4,937 1,149 3,788 1,310

43 95 △ 51 764

97 408 △ 310 1,022

363 0.7 314 0.4 48 723 0.5

98 50 48 153

39 42 △ 3 81

225 222 2 488

△ 1,220 △ 2.3 7,621 8.6 △ 8,842 13,182 7.9

451 0.9 5,701 6.4 △ 5,250 5,709 3.4

315 － 315 －

－ 5,630 △ 5,630 5,630

135 70 64 78

261 0.5 11,391 12.9 △ 11,130 12,324 7.4

99 157 △ 57 304

－ 9,191 △ 9,191 9,973

－ 1,669 △ 1,669 1,669

161 372 △ 210 377

△ 1,030 △ 1.9 1,932 2.1 △ 2,962 6,567 3.9

10 0.0 2,391 2.7 △ 2,380 4,923 2.9

△ 486 △ 0.9 △ 1,731 △ 2.0 1,245 △ 2,470 △ 1.5

△ 554 △ 1.0 1,272 1.4 △ 1,827 4,113 2.5

1,612 1,561 50 1,561

－ － － 599

－ － － 59

1,057 2,834 △ 1,776 5,016

金　額

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

（ 経 常 損 益 の 部 ）

営 業 費 用

営業利益又は営業損失 (△ )

売 上 原 価

（７）－２　比較中間損益計算書

前　　　　　期

金　額

対前年中間期

　 増減(△) （12.4.1～13.3.31）

百分比金　額

当　中　間　期 前 年 中 間 期

営 業 外 費 用

（ 特 別 損 益 の 部 ）

為 替 差 益

固 定 資 産 売 却 益

支 払 利 息

そ の 他 の 営 業 外 収 益

受 取 配 当 金

金　額 百分比

（13.4.1～13.9.30）

売 上 高

営 業 損 益 の 部

百分比

受 取 利 息

営 業 外 損 益 の 部

（12.4.1～12.9.30）

利 益 準 備 金 積 立 額

前 期 繰 越 利 益

中間 (当期 )未処分利益

社 債 利 息

そ の 他 の 営 業 外 費 用

経常利益又は経常損失 (△ )

特 別 利 益

法人税､住民税及び事業税

退 職 給 付 信 託 設 定 益

固 定 資 産 除 却 売 却 損

そ の 他 の 特 別 利 益

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 又 は
中 間 純 損 失 ( △ )

中 間 配 当 額

特 定 金 銭 信 託 整 理 損

退職給付会計適用に伴う変更時差異

法 人 税 等 調 整 額

そ の 他 の 特 別 損 失

特 別 損 失

税引前中間 ( 当期 ) 純 利益又は
税 引 前 中 間 純 損 失 ( △ )
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太陽誘電株式会社(単独)

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法

② その他有価証券

時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　       　　(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。)

時価のないもの…移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

製品、商品、仕掛品…総平均法による原価法

原材料、貯蔵品…先入先出法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　法人税法に規定された方法に基づく定率法。ただし、平成10年4月1日以降取得した建物(建物附属設備
は除く)については定額法によっております。

(2) 無形固定資産

　法人税法に規定された方法に基づく定額法。ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内に
おける利用可能期間(5年)に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れの損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15
年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理しております。

(4) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。

５．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（７）－３　中間財務諸表作成の基本となる重要な事項
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太陽誘電株式会社(単独)

  
追加情報

（金融商品会計）

　この結果、その他有価証券評価差額金△22百万円が計上されております。

 
注記事項

（中間貸借対照表関係）
　　  【当中間期】 【前　　期】 【前年中間期】
１． 901 百万円 937 百万円 1,013 百万円
２． 58,120 百万円 56,405 百万円 55,148 百万円
３． 1,695 百万円 1,757 百万円 1,828 百万円
４．
５． 転換社債の転換4千株(発行価格1,221円、資本組入額611円)
６．

受 取 手 形 196 百万円 259 百万円 480 百万円

（中間損益計算書関係）
【当中間期】 【前年中間期】 【前　　期】
3,501 百万円 3,414 百万円 7,528 百万円

　当中間期からその他有価証券のうち時価のあるものの評価の方法について、金融商品に係る会計基準
(｢金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企業会計審議会　平成11年1月22日))を適用しており
ます。

1,583株1,146株765株

受 取 手 形 割 引 高
有形固定資産減価償却累計額
保 証 債 務
自 己 株 式 の 数
発 行 済 株 式 数 の 増 加 内 訳

減価償却実施額

中間期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当
中間期の末日は金融機関の休日であったため、次の中間期末日満期手形が中間期末残高に含まれて
おります。
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太陽誘電株式会社(単独)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

  　 　 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額
【当中間期】 【前　　期】 【前年中間期】
2,806 百万円 2,422 百万円 2,437 百万円
1,438 百万円 1,291 百万円 1,113 百万円
1,368 百万円 1,130 百万円 1,323 百万円

２．未経過リース料中間期末(期末)残高相当額
【当中間期】 【前　　期】 【前年中間期】

１ 年 以 内 497 百万円 463 百万円 476 百万円
１ 年 超 897 百万円 695 百万円 874 百万円
合 計 1,395 百万円 1,159 百万円 1,351 百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
                            【当中間期】 【前　　期】 【前年中間期】

266 百万円 538 百万円 275 百万円
251 百万円 506 百万円 258 百万円
13 百万円 32 百万円 17 百万円

  
４．減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

５．利息相当額の算定方法

中間期末(期末)残高相当額

　当中間期、前期及び前年中間期のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは
ありません。

（７）－４　リース取引

（７）－５　有価証券

取 得 価 額 相 当 額
減価償却累計額相当額

支 払 リ ー ス 料
減 価 償 却 費 相 当 額
支 払 利 息 相 当 額

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ
いては、利息法によっております。
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